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(2) 1994年選挙

1991年選挙でコングレス党 (NC)は単独過半数をえたが､暫定内閣首相のK･P･

バタライがカ トマンズ第 1区で統一共産党 (UML)書記長マダン ･クマール ･バンダリに

敗れ落選したため､G･P ･コイララが首相に選ばれた29｡
コイララ内閣は､下院で過半数を刺 していたし､翌 1992年 5月末の統一地方選挙で

も政権党の強みを生かし大勝 した｡UMLは惨敗 し､急進左派 5党派との連合を組んだ統

一人民戦線 (UPF)も､ごくわずかの議席しかとれなかった (表9参照)｡このように中央

でも地方でもNCが優勢であったので､コイララ内閣は安定するかと思われたが､この期

待は裏切られた｡

コングレス党内では､コイララ派､バタライ派､ガネッシュマン･シン派の三凍みの争

いが絶えなかったし､新政府の自由化政策は物価高騰や失業を招き､抗議デモやゼネス ト

表 9 1992年統 一地方選挙

政 党 36都市 村開発委員会 (VDC)
市長 副市長 市会議員 議長 副議長 委員

NC 22 21 331 2227 2079 22347

…__G_P_M_U_姓t)_"___""IRP戸 6 5 119 787 1088 115722 2 55 308 316. 4328
NSP 1 3 18 185 221 2267
UPF連合★ 0 1 8 119 117 1309
Independent 5 4 62 203 190 2.640

(注)投票日-5月28日,31日｡UPF連合-UPF,CPN(Maoist),NWPP,CPN(M-IlM),CPN(15Sep.
1949),NepalCommunistLeague.

(出所)Hoftunetat.【1999】,pp.190-191,伊藤ゆき【19921,p.11より作成
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が頻発した｡一方､マハカリ河水利問題に関する1991年 11月のネパール･インド合意は､

インドの領土的野心に屈したものだとして､野党ばかりか与党内からも政府攻撃の具とし

て利用された｡1993年5月には､UMLのバンダリ書記長がジープ転落事故で死亡すると､

UMLはこれを暗殺だと主張し､激しい反政府街頭行動を繰り広げ､急進左派諸党派もこ

れを支持､警察との衝突で6人 (政府発表)ないし24人 (アムネスティ発表)の死者を

出した｡

バンダリ書記長の死亡で欠員となったカトマンズ第 1区の補欠選挙は､1994年 2月7

日に実施された｡NCからはバタライ､UMLからはバンダリ夫人のヴァイジャ･バンダ

リが立候補し争ったが､バタライはまたしてもUMLに敗北､屈辱を味わった｡これをコ

イララ派の選挙サボタージュのせいだと考えたバタライ派は､NC党内に強硬な反コイラ

ラ派 (36議員)を形成､反コイララ活動を強め､7月 10日の国王演説への ｢感謝投票｣

(内閣信任投票に相当)に欠席してしまった｡投票で信任が得られなかったコイララ首相は､

国王へ辞表を出し､議会解散､11月選挙を進言した｡辞任と解散を同時に行うことは憲

法上疑問があるが､9月 12日最高裁が解散を合憲と判定したので､辞任後直ちに選挙管

理内閣の首相に任命されたコイララの下で､11月15日下院選挙が行われることになった｡

1994年選挙は､マハカリ (タナクプール)問題や経済自由化問題もあったが､最大の

解散原因はNCの内紛であり､したがって争点はコイララ首相を信任するか否か､あるい

はNCに統治能力があるか否かということになった｡

NCは､ガネッシュマン･シンらの反コイララ派がコイララ派候補に対し無所属候補を

立てるなど､事実上分裂選挙となった｡UMLは､バンダリ前書記長の跡を継ぎ ｢複数政

党制人民民主主義｣をとるM ･K ･ネパール書記長派と､伝統的な ｢新人民民主主義｣路

線をとるC ･P･マイナリ派との対立はあったが､野党ということもあって統一して選

挙に臨んだ｡UMLはNCと対抗するため､6選挙区の立候補をとりやめ､CPN(Masal)､

UPF(Vaidya)､ネパ ール人民戦線 (NepalJanatndiMocha)などの急進左派候補者を

応援した｡これに対し急進左派諸政党の側は分裂していた｡UPFは1994年 5月､ニラ

ンジャン･G･ヴァイジャの第4会議派と､バブラム ･バタライ派に分裂､UPFの主要

メンバーである統一センターもニルマル ･ラマ派とプラチャンダ派に分裂した｡そして､

今度はバプラム ･バタライとプラチャンダが選挙ボイコットに回った｡他方､右派の国民

民主党 (RPP)は､1992年 2月チャンド派とタパ派の合意がなり､94年の選挙は統一

して闘うことになった｡

表 10からわかるように､1994年選挙では立候補者を出した政党は24に増えたが､

獲得議席はUMLとNCの二大政党と今回は統一 して闘ったRPPにほぼ独占された｡

NCは内紛が響いて僅差の次点落選者を大量に出し､UMLに第一党の座を明け渡した｡

UMLは30.85%の得票で88議席 (42.93%)､NCはUMLよりも多い33.38%の得票で

83議席 (40.49%)を得たのに対し､RPPは 17.93%の票を得ながら議席は20(9.76叫 に

とどまった｡

UPFは内紛に禍された｡UPFはバプラム･バタライ議長､リラマ二･ポカレル書記長､

ニランジャン･ゴビンダ･ヴァイジャ中央委員の三人が指導していたが､1993年バタラ

イが解任され､ヴァイジャが党首となった｡有力者のバプラム･バタライを排除したため､

UpFは弱体となり､立候補者は49人にとどまった｡得票率 1.32%､当選者なし､次点



谷川 昌幸 19

者3人となり､UPFは議会闘争の足場を完全に失ってしまった (表 11参照)｡また､他

の小政党は､特定地域に強い地盤を持つ労農党 (NWPP)とサドバーバナ党を除けば､I

議席も獲得できず､小選挙区制が彼らに不利なことがますますはっきりしてきた｡

表10 1994年選挙

政 党 立候補者数(人) 当選音数(人) 得票率(%) 次点者
次 点者数(人) 得票 差 10%未満 (人)

CPN(UML) 196 88 30.85 56 38

NC 205 83 33.38 95 55

RPP 202 20 17.93 34 22

NWPP 27 4 0.98 1 1

SadbhaVanaP 86 3 3.49 4 4

UPF 49 0 1.32 3 2

JanataDal(Sa.Pra.) 1 0 0.01 0 0

JanabadiMocha(Neal) 3 0 0.05 0 0

CPN(Sanyukta) 34 0 0.38 0 0

NepalJanabadiMocha 41 0 0.43 1 0

NepalJanahitParty 2 0 0.00 0 0

NepalPrajaParishad 7 0 0.02 0 0.

RastriyaJanataParty 7 0 0.02 0 0

LiberalDemocta岱cParty 1 0 0.(X) 0 0

-SaⅠlyukuta PrajatantraParty 1 0 0.(X) 0 0
NepaliCohgress(Bisweswor) 10 0 0.16 1 0

UnitedPeopleーsPa巾 9 0 0.02 0 0
NepaliComgress(ち.P.) 2 0 0.01 0 0

RastriyaJanataParishad 28 0 0.12 0 0
RastriyaJanamukdParty 82 0 1.05 0 0

RadicalNepaliCongress 1 0 0.(刀 -0 0
CPN(Marxist) 49 0 0.39 0 0

NepaliCdngress(Subama) 4 0 0.01 0 0
PrajatantdkⅠj)kDal 10 0 0.04 0 0
Ⅰndependent 385 7 6.18 10 7

(注)投票率63.25%､無効票3.16%｡ (出所)ElectionComm ission【n.d｣,pp.63-188より作成｡

義ll 1994年選挙 UPF次点者選挙区
開発区 次点者選挙区

中西部 Ⅰbmechap-2★
Sarlahi-5*

(注)*は当選者との得票差10%未満｡

(出典)ElectionCommission【n.d.I,pp.63-188より作成｡
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(3) 1999年選挙

1994年選挙で88議席を獲得し過半数 (103議席)には達しなかったが議会第一党に

なった統一共産党 (UML)が､94年 11月29日アディカリを首班とする統一共産党内閣

を樹立､王制下の共産党政権ということで世界的に注目された｡しかし､少数与党であり､

ネパールの経済的･政治的現実を考えると､アディカリ内閣にできることは限られていた｡

統一共産党内閣は､民営化凍結や土地改革などを唱えたものの､実際にはコングレス党内

閣の経済自由化政策を継承し､以前は強硬に反対していたアルンⅢダム計画にも賛成に転

じた｡

政治手法の点でも､統一共産党はコングレス党と大差なかった｡中央と地方の役人

や公営企業の管理職をUML系の人物に入れ替え､村自立運動 (BuildYourVillage

Yourself)で4000あまりの村に30万ルピーずつ配分し､地方行政へUMLの影響力を

浸透させた｡

腐敗は､これまで権力中枢に遠かった分だけコングレス党よりは清潔だと一般には見ら

れていたが､議員特権を求める点では変わりなく､95年5月にはC･P･マイナリ地方開発･

供給大臣が砂糖汚職の嫌疑で査問され､7月解任された｡

党内派閥間の争いも絶えず､M･K･ネパール書記長の主流派に対しB･D･ゴータム､

C･P･マイナリらの反主流派が､政権獲得後､対決姿勢を強め､離党の動きも出てきた｡

これに乗じてコングレス党は95年6月､サドバーバナ党 (NSP)と連携して内閣不信任案

提出を表明した｡アディカリ首相は議会解散で対抗しようとしたが､8月に最高裁により

解散無効判決が出されたので､9月10日議会での不信任決議を受け､辞任した｡統一共

産党内閣は10ヶ月しかもたなかった｡

1995年9月11日､統一共産党に替わってコングレス党のデウバを首相とするNC･

RPP･NSP三党連立政権が成立した｡しかし､デウバ内閣は連立政権であることに加え､

NCとRPPの党内派閥争いのため不安定であり､95年秋の3600万 ドルにもおよぶ信用

状不正､96年8月のマハ ト蔵相の外為法違反による辞任､議員の歓心を買うための大臣

ポス ト乱発 (48大臣)､自動車無税輸入特権 (｢パジェロ利権｣)承認､96年末からの大

臣大量辞任などのため､97年3月崩壊した｡デウバ首相の在任期間は1年半であった｡

デウバ政権を引き継いだのは､国民民主党のチャンドを首相とするRPP･UML･NSP

連立内閣 (1997年 3月10日発足)である｡より正確にいえば､RPPのチャンド派､

UMLのゴータム派そしてNSPの3派連立であるが､大臣の大半は大政党UMLが握っ

ており､事実上､UML主導といえる｡UMLは1年半ぶりに取り戻した与党特権を最大

限利用し､97年5月の統一地方選挙では､これまでの劣勢を一挙に挽回し､総議席の

51%を獲得､30%にとどまったNCに圧勝 した (表 12参照)｡しかし､UML内では､

地方選大勝はこの選挙を指導したゴータ

ム派の台頭を意味し､これを警戒するネ

パール書記長派との申し樺が高まり､他方､

UMLと右派のRPPとの連立は不自然

でもあり､はやくも6月から大臣辞任

が出始め､10月4日には不信任決議案

が可決されチャンド内閣は崩壊した｡政

表12 1997年統一地方選挙
政 党 議員数一人) 議員比率一%)
CPN ML) 93,396 51.33
NC 54,317 29.85
RP戸 22,809 12.53
NSP 2228 122
諸派､無所属 9,219 5.07

(出所)ElectionCommission(1999)より作成｡
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権発足からわずか7ケ月である｡

チャンド首相の次は､RPPのタパを首班とするRPP･NC･NSP連立政権となった(1997

年10月6日発足)｡これはRPPのタパ派､NCのコイララ派､そしてNSPの3派連立だが､

実際はNC主導である｡政権を失ったUMい ま主流派と反主流派の対立が激化し､1998

年3月5日､M･K･ネパ-ル派 (56議員)とゴータム派 (46議員)に真っ二つに分裂､

ゴータム派は ｢共産党 (ML)｣を結成して分離独立したため､UMLは院内第二党に後退

してしまった｡この党派関係の激変により､タパ内閣は4月10日崩壊した｡政権発足後､

わずか6ヶ月である｡

次の政権は､NCのコイララを首相とするNC･UML (閣外協力)･RPP(チャンド

派)連立として1998年4月に発足した｡これは露骨な党利党略政権である｡NCのコイ

ララ派が､CPN(ML)と対立するM･K･ネパールのUML､タパと対立するチャンドの

RP戸(C)と手を結んで､政権をとった派閥連立内閣といってもよい｡

8月になると､コイララ首相は､付加価値税やカラバニ問題で対立を深めたUMLに換

えてCPN(ML)と連立を組み直し､MLに13閣僚を割り当てた｡今度は､NC･CPN(ML)･

RP戸(C)連立である｡ところが､この連立政権も4ヶ月しかもたず､12月21日コイラ

ラ首相は辞任し､早期解散､総選挙を唱えるUMLの支持を得て再び首相に任命され､

1999年5月3日の選挙実施を決めたのである｡

このように1994年選挙から1999年選挙までの4年半の首相交代は6回 (再任を含

む)にも及び､とくに97年からはどの政権も半年しかもたなかった｡これらの政権交代

に明確な理念は見られず､庶民には､政治家たちは私利私欲で争い､政党は党利党略に明

け暮れているとしか思われなかった｡一方､議会外では､庶民の生活は一向に改善されず､

1996年2月に開始されたマオイスト(CPN-Maoist)の｢人民戦争｣はますます激しくなっ

ていった｡

1999年選挙は､このような状況下で行われることになった｡選挙の争点としては､

1994年選挙で生じた ｢宙づり議会 (hangparliament)｣の不安定を解消し､安定政権

を生み出すことによって議会政治への信頼を回復すること以外には特に大きなものはな

かった｡というより､個々の具体的政治問題よりも議会政治そのものの存立が問われてお

り､選挙は議会制への信任投票といってもよかった｡

選挙は1999年5月に行われることになったが､マオイストの嫉害が激しく､投票は

全国を第1回 (5月3日)と第2回 (5月17日)の2地域に分けて行われた｡投票率

は前回よりやや高い65.79%であった｡

この選挙には､過去最高の39もの政党が候補者をたてた｡これらのうち小政党につい

ては情報が少なく正確なことは分かりにくいが､カドガ･KCの調査によれば､それらは

表 13のように整理できる｡当然ながら､左右の急進派や民族主義政党が多い｡その反面､

指導者の大半はブラーマン､チェットリ､ネワールの高カーストで占められ､この点では

大政党と変わりはない｡多党分立でありながら､最後のところで国家統一を維持できてい

る大きな要因の一つであろう｡

ともあれ､これら39政党のうち､1999年選挙で当選者を出したのは7政党だけだっ

た (表 14参照)｡小選挙区制の二大政党化作絹は明らかで､NCが37.17%の得票で

111議席 (51.15%)､UMLが31.61%の得票で71議席 (34.67%)を獲得したのに対し､
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RP戸(T)ばlo.43%の得票で 11議席 (5.37%)しかとれなかった｡

今回､NCは過半数を超える111議席を得たが､これはUMLが分裂し､ゴータム､C･P･

マイナリ､S･プラダンらがCPN(ML)を結成し､197人もの対立候補を出したからである｡

一方､UMLは分裂という不利な状況下で71人の当選者と91人の次点者を出し､地方

におけるUMLの支持基盤の厚さをみせつけた｡NCとUMLの勢力は､UML分裂後も､

ほぼ括抗していたと見てよい｡これに対し､分離して相対的に小さくなったCPN(ML)

とRPP(C)は､それぞれ 197人､184人もの候補をたて､6.56%､3.42%の得票を得な

がら､1人の当選者も出せなかった｡他の大部分の小政党も同じことである0

統一人民戦線 (UPF)は､バブラム ･バ タライ派を1993年に排除 してしまったため

弱体で､39人の候補者をたてたが､当選は 1人だった｡これに対し､毛沢東主義者新党 ｢全

国人民戦線｣(RastriyaJanaMocha,NationalPeople'sFmnt)は､UMLの支援(UML

は対立候補を出さない)を受け､｢中部｣､｢西部｣で 5人を当選させた｡これを見ても､

人民戦争路線をとるマオイス ト(CPN-M)以外にも､硬軟様々な毛沢東主義グループが西

部を中心に勢力を拡大していることがわかる (表 15参照)0

1999年選挙で過半数を制したコングレス党は､5月27日K･P･バタライを首班と

するNC内閣を発足させた｡今度はNC単独内閣であり安定するかと期待されたが､ま

たしても1999年秋からNC内の派閥争いが表面化し､2000年2月には大臣が次々に辞

任､3月16日バタライ内閣は1年ももたず崩壊した｡

2000年3月20日､G･P･コイララがまたもや首相に任命されたが､この新内閣も

安定とはほど遠く､2000年末には早くも解散が取り沙汰され､結局､王族殺害事件後の

2001年7月辞任し､NC内反対派のデウバが首相に就任した｡

このように､ネパールは､1990年民主主義命以後 10年間で3回総選挙を経験したが､

政治家と政党の行動パターンは､この間､驚くほど変化していない｡確かなことは､その

間にも社会 ･経済の自由化 ･グローバル化が加速度的に進行し､代議制政府の統治能力へ

の懐疑がますます深まる一万､1990年憲法の正統性を根本から否定するマオイストの人

民戦争が急拡大し過激化してきたことである｡
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政党ー英訳1 イデオロギー′政策 指導者 (カースト)

NepalJanataDallNepalPeoplePIqrbrLM_____一日"__=…‥…_…JanamukntiPartyNepallPeopleLiberationP弛 N_epal]NepalDalitShramikMorcha ナショナリスト○中間派 H.P.Pokhare1(Brahmin)

民族自治o反ブラーマン NilB.1bingrramang)

下位カ-スト左派o政府の RupIJalBishwakarma他 mi)

lNepalDisadvantaged(Untouchable)I_aborP ) 下位カースト雇用促進

JanataPartyRashtriya ナショナリストo右派o社 BishnuP.Pokharel(Brahmin)

SamriddhibadlPeoplePartyNationalProsperitism] 会福祉向上
RashtriyaJanataParishad ナショナリスト○親中国o KirtinidhiBista@ral1min)
【NationalPeopleCouncil】 親パンチャーヤツト制

JanaCongress【PeopleCongress1社会民主主義 RamhlTamraknr(Newar)

ShivsenaNepallIJOrdShiva ヒンズー .フアンダメンタ AmnP.Subedi(Brahmin)

P ofNeall リスト○反世俗主義社会民主主義o土地改革○NepalSocialistParty KunwarKanta(llerai,high

地方分権 p軍学!9)""_____…ー"__……日日__"MadanBahadurPradhanBahujanSamajPa吋 Nepal 功利主義的自由主義○最大

[_M_aiQ串bT_§qS_ie_ty__P叫 _Qf_N_号P_allNepalPrajaParishadlNepal 多数の最大幸福 _qy_Qy町)__…________MI__…___…RamHariSharma(Brahmin)ナショナリスト○親中国○
PeoleCouncil】 親左派

SamyuktaPrajatantraPartyUointDemocradcP ] 社会民主主義 KB.Shahi(Che肘i)
NepalSamyavadiParty(MLM) マルクス .レーニン主義､ NandaKumariPrasai
【NealCommunistP 1 毛沢東思想○親中国 (Brahmin)
SaVeTheNationMoVement パンチヤヤツト制再建o反 Prachandau Shrestha

インドo急進右派 (Newar)
PragatishilUpayogTatwaNepal 改良主義.左派系 YogyaPrasadBansbla

lProgressiveUtilizationElement_Qf_N_epa1】NepalJanabhawanaParty (Brahmin)社会民主主義o庶民生活改 SuryaBahadur氾ladka,

lN_号P_如_PE_QPle__W量lLP_軸 …‥""RastravadiJanataParty 三色口 "Bikherchi''(Chettri)ナショナリスト○地方自治oAabadeshKumarThakur

lNa_69_q?_l圭StーP_QgPllQP_albTLI…_…SocialistDemocraticParty 汀eraihighcaste)社会改革o世俗主義 ShekAbdulR城Ak(Muslim)

SamajivaiariParty 下層人民の救済○親インド○BholaJha(Brahmin)

lSocialistPoorParty]NepalJanahitParty阿盲f)-ar-----地方分権社会主義o社会福祉○資源 KamalPrasadGimire
PeopleWelfareParty] 平等配分 Qral1min)
NepalSurakchhyaP叫 tNepal 親パンチヤヤツト 制 ○ 右派ChandraKdaAcha1.Rana
DefenseParty] (Chheけi)

NepalRashtravadiDallNepalNationalistParty] 右派〇回家主 義 GoVindaDote1(Brahmin)
MechiMahakalりana 改良主義oナ シ ョ ナ リ ス トHitBahadurPyakurel(Chettri)

SamanwanaDal【MechiMahakaliPeopleCoordinationParty] 中間派o

PrajatantricNepaliJanataParty【DemocraticNepalesePeople 中間派o改良主義 o AjayaSingh(Chettri)
Party]

PrajatantraSagamathaDal 中間派o経済自由 化 o 民 営化 DipakGiri(Sanyasi)【DemocraticEVerestP叫 1
NepalRiLSh廿iyaEktaParty ナショナリス トo カ ー ス ト DiyaKdshnaNeupane

(出所)KhadgaK.C.,"SurveyReport,=200 よ り 作 成 O



24

表14 1999年選挙
1990年代ネパールの代議政治 (2)

政 党 立候補者数 (人 ) 当 選 音数 (人 ) 撃1'(局 墓2巧 月NC 205 111 37.17 74

_C_P_N_くり岨_ー…__"__"__…_______"___∴___=… ___RPPm 195 71 31.61 91195 ll 10.43 18

184 0 3.42 4.

68 5 3.22 4RashbiaJanaMorchaNeal 53 5 1.40 0Rash廿iaJanaMuktiP 130 0 -1.10 0.UPF 40 1 0.86 1NWPP 41 1 0.56 1NealJanataDal 24 0 0.14 0JanamukntiPNeal 26 0 0.ll 0CPNarXisO 28 0 0.09 0NealDalitShramikMorcha 22 0 0.08 0HalialiNealP 45 0 0.07 0.CPN(Sam-kta) 19 0 0.06 -0JanataPRashtriaSamiddhibad 15 0 0.06 0Rash廿iaJanataParishad ･39 0 0.04 0JanaConess 12 0 0.02 0ShiVsena~Neal 25 0 0.02 0 ~NealSocialistP 6 0 0.01 0

_早年軸y!_*qLP_qrg_N9PalNealPra'aParishad 3 0 0.01 08 0 0.01 0

_鞄甲yy5_tq_fT_aj_a_gg_Q軸 lNepalSamaVadiP (MLM) 2 0 0.00 03 0 0.(X) 0SaVeTheNationMoVement 3 0 0.00 0PragadshilUpayogTatwaNeal 1 0 0.(XI 0 :NepalJanabhawanaP叫 1 0 0.00 0RastravadiJanataParty 2 0 0.00 ■0SocialistI)lemocradcParty r3 0 0.(X) 0SamajivadilGaribParty 2 0 0.00 0NepalJanahitPa吋 1 0 0.00 0NepalSurakchhyaP叫 1 0 0.(X) 0NepalRashtravadiDal 1 0 0.00 0MechiMahaknliJanaSamanwanaDal 1 0 0.00 0PrajatantricNepaliJanataParty 1 0 0.00 ..0PrajatantraSagarmathaDal 1 0 0.00 0..LiberalDemocraticPa～ 1 0 0.00 0--NepalRashbiyaEktaParty 1 0 0.(X) 0Independent 633 0 2.91 6 一

(注)1)有効票に対する得票率｡投票率65.79%､無効票 2.75%｡
2)Manang-1は無投票でNC候補者当 選､次点者なし ｡

(出所)INSEC【2000],p.44;ElectionComm issionl1999】より作成o
表15 1999年選挙 (左翼諸政党)
政 党 当選者選挙区 次点者選挙区 開発区
NW P Bhaktapur-1 Bhaktaur2★ 中部
RastriyaL _Jana,､Pytlthan-1,2 中西部

Morcha Arghakhanchi-1… _@?gl_g_Qg_-a,_写_…"__Sindhuli-3 西部西部

(注)*当選者との得票差10%未満｡
(出所)Elec也onCommission【1999Iより作成｡
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ネパールの代議制は､前節で詳しく分析したように､1990年以降 10年間の迷走と混

乱で､20世紀末には国民の信頼をあらかた失ってしまった｡庶民の多くは､社会 ･経済

の自由化に伴う諸矛盾の急拡大の犠牲になり､ますます代議政治への不満をつのらせて

いった｡とくに､開発の遅れた西部や山地､あるいは議会に十分代表されない少数派諸集

団は､問題解決能力のない代議政治にいらだち､ついにはそうした地域や集団の中から､

代議制そのものを否定し､実力をもって要求を実現しようとする人々が出てきた｡

そうした反体制派集団の中でも､最も急進的で有力なものが､1996年に人民戦争

(people'swar)を開始し､ゲリラ戦の拡大により､20世紀末には代議制を存亡の危機

にまで追いつめるに至った ｢マオイスト｣(ネパール共産党毛沢東主義派)である｡

(1)マオイストの人民戦争

マオイス トは1995年､Masalのバプラム･バタライ派と､Masalから分離したプラチャ

ンダのMashalが合流して結成された O党イデオロギーは､当初､｢マルクス ･レーニン

主義､毛沢東思想｣だったが､人民戦争開始に先立つ路線論争の中で ｢毛沢東思想 (Mao

Tought)｣が ｢毛沢東主義 (Maoism)｣と改められ､以後､｢マルクス ･レーニン･毛沢

東主義｣が公式の党是とされている｡具体的には､ネパールにおいて1990年憲法の立憲

君主制や議会制民主主義を原理的に否定し､革命を継続し､共和制の人民民主主義国を樹

立することが､彼らの闘争目標である｡党員数､組織系統など党の実態は､地下組織のた

め正確にはわからないが､実権は党創立以来､プラチャンダ書記長 (2001年2月以降は

議長)が握っており､人民戦争への動員力は2000年末頃には5千～1万人に達したと

見られている31｡

マオイス トは､派閥連合的性格の強いネパール諸政党の中にあっては珍しくイデオロ

ギー性の強い政党であり､自らの闘争についてもいくつかの文書でかなり詳しく理論化し

ている｡そうした文書のうち､90年代で特に注目すべきは､人民戦争の理論と実炭削こつ

いて語ったプラチャンダ書記長の長大なインタビュー｢世界の屋根の上にひるがえる赤旗｣

(2000年2月)32である｡

(丑革命の客観的条件 : このインタビューにおいて､プラチャンダ書記長は､1990年

代のネパールを ｢半封建的 ･半植民地的国家｣と位置づけ､そこには ｢革命の寄観的条件

(revolutionaryobjectivesituation)｣が存在する､と主張した｡

彼によれば､ネパールは r小さな貧しい国｣で､国民の85%が地方に住み､封建的搾

取の下で72%の住民は貧困線以下の生活を強いられている｡一方､産業は未発達な上に､

わずかばかりの産業は外国 (主にインド)資本や買弁ネパール資本に握られいる｡これは

明らかに半封建的 ･半植民地的状況であり､したがってこの現実をよく見れば､そこには

革命に必要な3つの条件が揃っていることが分かる33｡

まず第一に､被抑圧人民の存在.ネパ-ル政府は 18世紀末の国家統一以来､一貫して

中央集権化を進め､カトマンズから強権的に全土を支配しようとしてきた｡これに対し､

人民は各地で屈することなく抵抗し､農民運動や工場ストを闘ってきた｡だから､ネバー
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ルには長く苦しい闘争を続け､呼びかければ応えることのできる被抑圧人昼が存在するの

である｡

第二に､ネパールの特異な ｢大国｣性 34｡ネパールの領土面積は小さいが､地形的に険

しく､地方の村々は交通困難で､カトマンズからだと時間距離的にはアメリカよりも遠い

ところが少なくない｡その意味でネパールは広く､ゲリラ戦に向いている｡ま･た､民族的

にみても､ネパールは多数の被抑圧民族を抱える民族 ｢大国｣である0

第三に､発展の地域的不均等性｡カトマンズのような都市部は急速に発展しているのに

対し､地方､とくに中央から遠く､勇猛果敢なモンゴル系諸民族がいて中央政府に容易に

屈しなかった西部は､中央政府の文化的 ･政治的抑圧が続き､発展が著しく遅れている35｡

このように､プラチャンダは､ネパ｢ルには革命の ｢寄蔵的条件｣が揃っており､とく

に西部は毛沢東のいうような革命の揺藍地になる可能性が高いと考えた｡彼は､もし革命

が西部から始まれば､やがてそれは多かれ少なかれ同じような条件のもとにあるライ民族､

リンプ一民族の東部､タルー民族のタライ､そして決定的な重要性をもつネワ-ル民族の

カトマンズ盆地にさえも広がり､革命はいずれ全国化する､と期待したのである｡

②革命の主体的条件 : しかし､革命においてはもう｢つ､だれが革命を遂行するかが

問題になる.2000年2月のプラチャンダ ･インタビューによれば､ネパールには二大政

党の一つ統一共産党を筆頭にいくつかの左翼政党があるが､これらの既成左翼政党は修正

主義に傾き､支配階級と妥協し､人民を裏切り続けてきたので､もはや革命の主体とはな

り得ない｡革命のためには､新しい真の人民のための政党を設立し､革命のための ｢主体

的条件 (revolutionarysubjectivesituation)｣を整えなければならない｡プラチャン

ダが他の同志と協力し､1995年に ｢ネパール共産党毛沢東主義派｣を設立したのは､こ

の新政党を革命の担い手にするために他ならなかった｡

むろん､マオイスト設立の過程においても､同志の中には修正主義に影響された分子が

いて ｢改良､改良､改良｣と唱え､なおも継続的改良に望みをつなごうとした｡しかし､

これに対し､プラチャンダらは1990年憲法体制がなにも解決しなかったことを示し､い

ま必要なのは改良ではなく､｢継続を切り断絶 (mpture)すること｣､つまり革命的 ｢跳

描 (leap)｣であると訴えつづけた｡

結局､このプラチャンダらの訴えが認められた｡マオイストは人民集会で ｢人民戦争開

始｣を公式に宣言し､そして1996年2月13日､宣言通り人民戦争は開始されたのである｡

(診人民戦争の展開 : こうして開始された人民戦争は､西部のロルパ郡､ルクム郡から

またたくまに粧大し､1年後の1997年には全国に何千ものマオイスト組織ができたb戦

線に加わったのは､農民､被抑圧諸民族､都市労働者､学生らである｡彼らは､警察署を

攻撃し､封建的反動分子を追放し､搾取 ･抑圧構造の打破を進め､そして解放地域の文化

革命を促進していった｡

プラチャンダ ･インタビューによれば､この人民戦争では ｢まず破壊せよ､建設はその

後だ｣と考えるべきだが､実際には人民戦争は敵を破壊する一方で､｢われわれ自身の悪

しき習慣のすべてを浄化し｣､｢われわれを造り替え｣､こうして人民を目覚ましく生長さ

せることになった｡

たとえば､西部では人民戦争開始後､1年もすると村開発委員会議長 (村長)は逃亡し､

村行政は機能しなくなった｡そこで人民自身が自らを組織し､結婚､教育､土地管理等々
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の行政を始めた｡2年半後には､警察も逃亡したので､マオイストの分隊長が地域 リーダー

の役を務めるようになった｡また､地方では女性も大量蜂起した｡マオイスト軍では女性

も同じ分隊や小隊に所属し､男性と任務を分担し､その中で女性 リーダーに育っていった｡

こうして､ロルパやルクムは実質的にはマオイス ト支配下に入ったが､しかしプラチャン

ダによれば､この段階ではまだマオイストは ｢人民解放軍｣に相当する軍隊をもたず､こ

れらの地域もまだ不安定な ｢ゲリラ･ゾーン｣にとどまっていた｡そこで､マオイストは

1998年末､党大会を開き ｢第4次計画｣を採択､次の目標を､人民軍を建設し､敵を軍

事的に撃退できる ｢根拠地 (basearea)｣を確保することと定めた36｡

以後､人民戦争はこの第4次計画に沿って拡大して行き､プラチャンダのインタビュー

が行われた2000年には国土の半分近くにまで及ぶ事態になった (図 1参照)｡

そうした中､戦闘の本格化を決定づけたのが､プラチャンダ ･インタビューの半年後､

2000年9月25日の大攻撃であった｡その夜､小銃や小型ロケット砲で武装した 1000

人以上のマオイス ト軍が ドルポ郡 ドナイの郡役所を襲撃､警官隊と6時間にわたって交

戦し､郡の役所､警察所､刑務所を破壊し､ネパール銀行支店から3千5百万ルピーを奪っ

た｡警官の死者 14名､負傷者41名､行方不明者 12名｡この段階で､人民戦争の開戦以

降の犠牲者は､1400人に達した37｡

この戦果を背景に､マオイス トは2000年 12月20日､ルクム郡バンビコット村の

小学校校庭に満員の支持者を集めて党集会を開き､｢郡人民政府 (DistrictPeople'S

Govemment)｣の設立を宣言した380

そして､翌2001年 2月になると､党大会で人民戦争を都市部にも拡大し中央での人

民政府樹立を目指すという新方針 ｢プラチャンダの道｣を採択し､4月第 1週にはルクム

コット攻撃を含む一連の大攻勢で70人以上の警官を殺害した｡この時点で､人民戦争の

犠牲者は､政府発表では 1627人とされたが､実際にははるかに多く､3000人以上に上

るともいわれている39｡平均して1日1人か2人がネパールのどこかで殺され､これが毎

日のようにマスコミで報道される｡ゲリラ戦だから一度に大量の死者は出ないが､これは

図1 人民戦争多発地帯 (2000年) (出所 :INSEC【2000】,P.279)



28 1990年代ネパールの代議政治 (2)

もはや内戦に近い状態であった｡

(2)代議制の未成熟

この人民戦争の拡大､内戦の危機に対し､歴代の代議制政府は場当たり的対処に終始し､

ほとんど当事者能力を持たなかった｡政府は人民戦争をテロとみなしていたから､まず警

察力で鎖圧しようとした｡これは当然といえようが､警察は武器の点でも戦闘訓練の点で

もマオイス トに劣っており､しかも先に見たとおり極端な政権不安定で支援体制がなおざ

りにされ､警官の士気は低く､鏡圧はできなかった41｡

警察力で対応しきれない場合､当然､軍の出動となるはずだが､これにもまた様々な抵

抗があった.一つは指揮系統の違いで､警察は内務大臣､軍は国防大臣 (そして国王)の

指揮下にある｡軍は､内務大臣の指揮を何らかの形で受けるような作戦への参加は拒否し

た｡また軍は､実質的には国王の影響下にあるといわれており､軍の出動には国王自身の

同意も必要であった｡もう一つは､憲法上の制約である｡憲法第 118条によれば､王国

軍は国防会議 (首相､国防大臣､軍最高司令官)の勧告に基づき､国王が指揮する｡この

正式手続きを経ることは不安定きわまりない90年代後半のどの政権の下でも難しく､一

度コイララ首相が王国軍によるマオイス ト鎮圧の方針を宣言したが､強い抵抗にあい､結

局は断念せざるを得なかった42｡政党政府にできることは､せいぜい､軍の駐留増強を要

請することくらいであった｡軍は､この要請には応え､2001年春頃からジャジャルコッ

トなどのマオイスト地域の駐留軍を徐々に増強したが､マオイスト鎖圧には動けなかった｡

一方､議会政党側の態度も一貫していなかった｡当初からマオイス トの攻撃対象にさ

れていたコングレス党は､人民戦争を非合法テロと断定し､できれば武力鋲圧､これが難

しければ交渉 (デウバ委員会など)による解決を目指したが､党内派閥抗争のため方針は

二転三転した｡これに対し､統一共産党 (UML)は､当初はテロと決めつけず､NCと

対決するためマオイストと暗黙の選挙協力をやっていたが､1999年3月7日ルクム第2

選挙区のUML候補ヤドゥ･ゴータムが殺害され､3月13日ロルパで集会中に放火され

支持者8人が死亡すると (マオイス トは攻撃を否定しているが)､マオイストとの対決姿

勢を強めた｡

NC､UML以外の小政党となると､駆け引きはもっと霜骨であり､党利党略でマオイ

ス ト支持に回る場合が少なくなかった｡たとえばCPN(ML)は､分離したUMLに対抗す

るためマオイストに接近､ゴータム書記長は､1999年4月9日カトマンズで開かれたマ

オイス ト派集会に出席し､｢飢えている人々のために戦っている反乱者たち｣を称えた43｡

MLは､議会政党であるにもかかわらず､実力で代議制を覆そうとしてt､1るマオイストに､

一定の留保をしつつも､支持を与えたのである｡

MLだけでなく､この頃は､国王に近いマダン･レグミ､リシケシ･シャハ､ ドルバ ･

ビクラム ･シャハのような有力者たちでさえ｣議会よりもむしろマオイストに好意的な態

度をとったという44｡

こうした動きを見て､一時マオイストとの対決姿勢を強めた統一共産党も､2000年秋

以降､憲法改正を取引材料にして再びマオイストに接近し､マオイ云 トを利用してNCと

の闘いを有利に進めようとしはじめた45｡ まさに右から左まで､時の政権党ですら党内反

主流派は､多かれ少なかれマオイストの人民戦争を政争の具として利用しようとした｡

結局､ネパールの議会政党には､1990年代にはまだ､代議制を断固守り抜くという共
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通理解はなかったのである｡

すでに1990年代の冒頭､民主主義革命直後のネパール政治学会セミナー(1990年8月)

において､チ トラ･K ･チワリが､ネパール政治の特質を次のようにまとめていた.

(i)政治と社会的人格的諸関係とが明確に区別されていない｡社会的身分や個人的関

係が政治的態度と政治的影響力を基本的に決定してしまう｡

(ii)政党は制度化されていない｡政治の領域と社会的個人的領域が区別されず､政党

はコミュナルとなり､特定社会か有力者個人の利害の代弁者となる｡

(iii) ネパ-ルは個人と集団を機能的に分けない社会構造をもち､個人的決定がそのま

ま政治的決定となりやすい｡

(iv)指導者は戦略決定の大きな自由をもち､支持者は党のイデオロギーや政策よりも

自己の集団に対し忠誠を尽くす｡指導者には､そのコミュナルな集団の利益を計るこ

とが期待される｡

(Ⅴ)政治活動の正当な目的と手段についての合意はない｡経済発展の不均等､貧富の差､

民族対立などのため､基本的な問題についての社会的合意がない｡

(vi)依存心理が強く､党は政治的経済的利益を分配しなければならない｡利益が得ら

れない人は､暴力をもって反抗する｡

bii)制度と人の区別がついていない｡政府への反対が､現行制度そのものに対する攻

撃となってしまう46｡

これはネパール人自身による的確なネパ-ル政治の分析である｡チワリは､アメリカの

フォード元大統領が次の大統領選挙に負けたら大学教師にでもなるだろう､と答えた逸話

と対比しながら､ネパール政治家の態度を次のように批判した｡

｢もしわれわれが同じ質問をここでしたら､きっと次のような答えが返ってくるだろう｡

『私が負けるはずがない｡それができるのは票強盗だけだ｡もし私が負けたら､支持者た

ちと街頭デモをし､不法な当選者を権力から追放してやる.』こんな態度では､民主主義

はネパールでは生存できない 47｡｣

この革命直後のチワリの批判は､右派にも左派にも共通する1990年代のネパール政治

の本質を鋭くついている｡ネパールでは､政治家も政党も､選挙や議会採決で負けたら､

街頭に出て民衆を煽り､実力で決定を覆そうとする｡彼らには､代議制の手続きへの信頼､

嘘でも建前でもまず代議制を信じなければ自分たち自身存立し得ないのだという覚悟が希

薄だ｡選挙は往々にして頭数を数えるよりも頭を叩き割ること(暴力選挙)になりがちだし､

決定的な政治闘争は議会内よりもむしろ街頭で行われる (街頭政治)｡そして､そうした

議会外の実力闘争を背景に､政官軍の有力者たちが舞台裏で取引をする｡結局､1990年

憲法により議会制民主主義の制度はできたが､それを運用する代議政治の精神は､10年

を経た20世紀末になっても､ネパールではまだ以前と同じく未成熟のままであったので

ある｡

おわりに

20世紀の終蔦は､ネパール代議制にとっても大きな転機となった0

ネパールの代議制は､実質的には､1990年憲法とともに始まったが､ネパールの新聞･
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雑誌が口をそろえて批判するように､90年代の 10年間､期待とはほど遠い働きしかし

なかった｡たしかにネパールには､極端な低開発､庶民とくに地方住民の政治意識の低さ､

D ･B･ビスタが r運命論と開発』48で鋭く批判した根深い非民主的政治文化､インドと

中国に挟まれた内陸の小国という地政学上の制約など､代議制にとって不利な条件は多い｡

しかし､それにしても､ネパールの政党や政治家の行動には､代議制の観点からみれば､

問題が多かった｡彼らは､せっかく民主主義革命を成功させ､代議制を生み出しておきな

がら､それを育てるに必要なだけの政治的努力をしてこなかったといわざるをえない｡

20世紀末のネパール代議制の危機は､90年革命に始まる経済の資本主義化と社会の自

由化に､政治の民主化が対応しきれていないところに起因する構造的危機であり､一過性

のものとみると､その本質を見誤るOたしかにネパール代議制は､21世紀に入ってもま

だかろうじて生き延びている｡しかし､20世紀末に顕在化した根本的な構造的矛盾を取

り除かない限り､2001年6月1日の王族殺害事件49､11月下旬のマオイス トによる国

軍攻撃50のような大事件が今後も発生し､事態はさらに悪化し､代議制は命脈を断たれて

しまうであろう｡

注

29以下､Hoftunetal.[1999],cb.4参照｡

30 プラチャンダ (Prachanda)の実名はPuspaKamalDahal｡ブラーマン｡1954年

にポカラの貧農の家に生まれ､家族と共にチ トワンに移住｡高校生の頃､学生運動や農民

運動を通して共産主義を知り､17歳で共産党貝になった｡その後､第4会議派､モハン･

ビクラム ･シンのMasal､そしてMashalと､つねに急進左派の立場をとってきた｡

プラチャンダに次ぐ実力者がBaburam Bhattarai｡1954年ゴルカ生まれのブラーマ

ン｡90年代における党内の地位ははっきりしないが､序列上第2位であったことは間違

いなく､2001年 11月に人民評議会議長就任｡90年代のマオイストは､プラチャンダと

B･バタライの二人が指導していた｡

Masal,Mashalについては､注28参照｡

31Thapa,Deepakl2001],p.18.

32Prachamda[2000].以下､特に断らない限り､このインタビューを使用するが､インター

ネット版 (RWOnline)のため､ページ付けはない｡

33Cf.Prachanda[n.d.],p.1.この主張と毛沢東の中国革命論との関係については､毛沢

東[1968],Ⅰ,pp.4,138,155-158,274;ⅠⅠ,p.293参照0

34毛沢東によれば､｢大国｣は遊撃戦の必須の地理的条件｡毛沢東[19681Ⅱ,pp.121-122.

35 たとえば､パルパ郡とロルパ郡の人口の半数弱はマガール､マナング郡とムスタン郡

の過半数はグルン｡Grung[1998],p.58.

36毛沢東の革命根拠地論については､1936年の論文 ｢中国革命の戦略問題｣(毛沢東

[1968]Ⅰ所収)参照｡

37Cf.Ned l'Tlhes,Sep.27lu t.30,2000;地 t.Sep.29lu t.19,2000;r朝日新
聞｣2000年 10月28日｡
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38Sham a[2000].

39Nemh'Tlhes,6-12April2001;Cf.Khand[2000],p.1.

40 これ以後､事態はさらに悪化し､2001年 11月21日マオイス トは政府との和平交渉

を断念し､中央レベルの人民政府設立を宣言､23日には ｢人民解放軍｣が初めて国軍を

攻撃し､約 70名を殺害 した｡この危機に対し､政府は国家非常事態を宣言､ネパールは

さらに全面的内戦に一歩近づいた｡谷川 [2002]参照｡

41Khand[2000],p.2.

42 Ibid,p.2.

43 B･ヨギによれば､｢コングレス覚と統一共産党が選挙直前の暴力的マオイス ト運動を

非難しているのに対し､分派MLはこの地下政党の協力を得ようとしている｣(Yogi[2001],

p.12).Cf.Keelinged[2000],pp.199,211.

44 Keelinged[2000],p.147.

45 谷川 [2001]参照｡

46 Tiwari[1992],pp.21-22.

47 Ibidりp.22.

48 Bista[1991]

49 谷川 【2001b】

50 谷川 【20021
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